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この明細書は、二以上の種類の株式又は出資を発行している法人が令第８条第２項((資本金等の額))に規定

する種類資本金額を計算するために使用します。 

 

 

欄 記   載   要   領 注 意 事 項 

「株式の種類」  法人が発行している株式又は出資の種類を記載します。  

「期首現在種類資本金額①」  前期分のこの明細書の「差引翌期首現在種類資本金額④」

の各欄の金額（更正又は決定があった場合には、その際に

お知らせしてある金額）を移記します。 

 

「当期の増減」  別表五(一)｢利益積立金額及び資本金等の額の計算に関

する明細書｣の｢Ⅱ 資本金等の額の計算に関する明細書｣

の｢当期の増減｣の記載の仕方に準じて記載します。 

種類資本金額が増加又

は減少をする事由が生じ

た場合に記載します。 

「備考」 種類資本金額に変動があった場合には、その変動があっ

た種類の株式又は出資の名称、変動した事由、その事由ご

との変動した金額（その種類の株式又は出資の数に変動が

あった場合には、その変動した数を含みます。）その他参考

となるべき事項を記載します。 

 

 

 

  法２十六、令８①十八ロ、②～⑦ 

別表五(一)付表 

 ｢種類資本金額の計算に関する明細書」 

１ この明細書の用途 

２ 各欄の記載要領 

３ 根拠条文 
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この明細書は、利益積立金額の計算上控除する法人税等の税額の発生及び納付の状況並びに納税充当金の積

立て又は取崩しの状況を明らかにするために使用します。 

 

 

欄 記   載   要   領 注 意 事 項 
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各欄共通  各欄は、法人税、地方法人税及び復興特別法人税の基本

税額（別表一(一)の「差引所得に対する法人税額 13」及び

「差引地方法人税額 40」に相当する税額並びに復興特別法

人税申告書別表一の「差引この申告により納付すべき復興

特別法人税額４」に相当する税額）を記載し、法人税、地

方法人税及び復興特別法人税に係る利子税、延滞税、過少

申告加算税、無申告加算税及び重加算税の額についてはこ

の欄には記載しないで、「その他」の「利子税 21」、「加算

税及び加算金 25」及び「延滞税 26」の該当欄に記載します。 

 なお、当期に連結法人税個別帰属額、連結地方法人税個

別帰属額又は連結復興特別法人税個別帰属額の受払いがあ

る場合には、その受払いをした金額を「法人税、地方法人

税及び復興特別法人税」の各欄に記載します。 

 

｢期首現在未納税額①」の

｢１｣及び｢２｣ 

 ｢１｣及び「２」には、前期分のこの明細書の「期末現在

未納税額⑥」の金額を記載しますが、直前期分に係る「期

首現在未納税額①」は、前期分のこの明細書の「⑥」の「中

間３」の金額と「確定４」の金額との合計額になります。 

 前期分の申告後に既往

年度について更正等があ

った場合には、更正等の後

の法人税額等を基礎とし

て記載します。 

「当期発生税額②」の「中間

３」及び「確定４」 

⑴ ｢中間３｣には、当期の中間分の税額を記載します。 

⑵ ｢確定４｣には、別表一(一)の「差引確定法人税額 15」

及び「差引確定地方法人税額 42」の金額並びに復興特別

法人税申告書別表一の「差引この申告により納付すべき

復興特別法人税額４」の金額の合計額を記載します。 

 中間分の法人税額及び

地方法人税額の合計額が

確定分の法人税額、地方法

人税額及び復興特別法人

税額の合計額を超える場

合には、「確定４」には、

その超える金額を△印を

付して記載します。 

「当期中の納付税額」の各欄  ｢期首現在未納税額①」又は「当期発生税額②」に記載し

た法人税額、地方法人税額及び復興特別法人税額を当期中

に納付した場合に、その納付税額を納税充当金を取り崩し

て納付したか、仮払金として納付したか、又は損金経理に

より納付したかにより、それぞれ該当欄に区分して記載し

ます。この場合に、過誤納があるときは、各欄にそれぞれ

外書きしてください。この外書の金額は、「⑥」に移記する

必要はありません。 

 外書の金額は、法人の確

定した決算において未収

金又は仮払金として計上

していない場合には、別表

五(一)の空欄に「未収過誤

納金」等と記載の上、その

合計額を「増③」に記載し

ます。 

 この場合、「⑤」の外書

の金額は、別表四の「加算」

の空欄にも記載すること

となります。 

「期末現在未納税額⑥」  ｢確定４｣に記載することとなる金額がマイナスになる場

合にあってはその金額は外書き（△印を付けます。）します。 

 ただし、「中間３」に未納税額の記載がある場合にあって

はその未納税額に相当する金額に達するまでの金額は本書

きし（△印を付けます。）、「確定４」の「②」の金額と本書

きした金額との差額を外書き（△印を付けます。）します。 

 この外書の金額は、別表

五(一)の空欄に「未収還付

法人税」等と記載の上「当

期の増減」の「増③」に記

載します。 

別表五(二) 

 ｢租税公課の納付状況に関する明細書」 

１ この明細書の用途 

２ 各欄の記載要領 




